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低成長経済社会の日本における生活保障を可能にする
ための地方の確立一介護労働ディ一セント・ワーク化
を基軸とした地域間循環経済の構築
浅石裕司
低成長、グローパル化等経済変動の中で、地方にお
いて生活を確立維持することが困難になっているとい
う問題意識に立ち、地域間で循環する経済を構築する
ことの意義、そのための政策方針としての介護労働の
デイ一セント ・ワー ク化の有効性を論じることが本論
文の趣旨である。
現状の低成長、グローパル化、少子高齢化といった
課題整理により、日本で生活保障が機能していないこ
とを問題視しつつ、その対策としての介護労働デイ一
セント・ワーク化の基本的意味を提示する （第1章）。
この議論を構造化するため、 「介護」「経済」「地域」
という次元の異なる要素間の関係設定について議論す
る （第2章）。その結果、介護労働デイ一セント・ワー
ク化は、必ずしも経済効果がないとは言い切れないこ
と、日本のセーフテイネ ットを機能させるためには、
中央と地方で介護をはじめとする生活保障分野での役
割分担が必要になること、生活保障を行うための各種
負担から目を背けるべきではないことを論じている。
以上の理論的な基盤に立ち、類似の問題意識による
過去の試みである、大平政権時代の田園都市構想、後
続する第三次全国総合開発計画について、その現代的
意義と時代的制約を検討することを通じて、現在の地
方分権政策の方向性を導く （第3章）。これを踏まえて、
介護労働デイ一セント・ワーク化を歴史的文脈に位置
づけ、現時点における政策課題を提示する （第4章）。
そして介護労働デイ一セント・ワーク化は、地方の生
活保障を実現し地方存続を実現させるだけでなく、新
たな中央地方関係を構築し、それらの間の経済循環を
実現する可能性があると論じる。
本論はここまでで実質的には完結しているが、これ
を実行するために不可欠な社会基盤の形成の一要素と
して、地方政治の改革が重要であることとその方向性
を第5章で論じる。
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マイク口ブログの利用実態とその心理的影響
一大学生のTwitterユーザーを対象に一
大苗彩来
近年、急激に利用者を増やし、注目されているイン
ターネット ・コミ ュニケーション ・サー ビスカ人マ
イクロブログと呼ばれるものである。その代表とし
てTwitterが挙げられる。本研究では大学生における
Twitterの利用実態を明らかにすること、及び、その
心理的な影響について検討することを目的とした。
研究lでは、まず、質問紙により大学生の利用者数
や割合、利用形態等の利用実態、について調査を行った
（調査1）。その結果、利用者は全体の4割弱であり、
利用によ って得られるものとして、「ストレス解消」
や「つながっている感じ」等が挙げられた。次に、利
用者へのインタビューを行い （調査2）。「つながって
いる感じ」ゃ「ストレス解消Jについてエピソード等
を尋ねた。その結果、Twitterユーザーにおいては 「つ
ながり感」を媒介としてソーシャル ・サポートの授受
や孤独感の軽減が促進されている可能性が示された。
研究2では、研究lの結果を統計的に検証するため、
質問紙調査を行った。研究2では、利用者と非利用者
での比較、及び、利用者における心理的影響のモデル
の検討を主な目的とした。その結果、利用者と非利用
者において孤独感やソーシャル・サポ トー、 精神的健
康での有意な差は見られなかったO しかし、利用者内
では利用時間別で一部差が見られた。また、つながり
感が媒介となり、これら心理的影響を受けていると仮
定したモデルは支持されなかったD
本研究によって、 Twitterの利用実態とその心理的
影響の一部が明らかにされた。特にインタビューにお
いて、孤独感の軽減について言及されたにも関わらず、
統計的には検証されなかったことから、 Twitterの利
用によって得られる孤独感の軽減等の効果は一時的
なものである可能性が高し、また、 Twitterはその文
字数の制限等の特徴から表面的なやりとりに留まる可
能性が高く、そのためにTwitterが利用者に与える影
響は少ないとも考えられる。今後はよりインターネ ッ
ト上でのコミュニケーションが活発になると考えられ
る。これからの時代において重要な知見となっただろ
つ。
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グリーン・ツーリズムにおけるユニバーサルデザイン
に関する研究
一受け入れ側におけるサポー卜のあり方について
高橋 緑
1.研究の背景
障害者等の旅行において、自然環境や歴史的環境が
あるためにハード面の整備に制限がある場合、介助等
ソフト面のサポートが特に重要となる。旅行介助の主
な課題としては、障害者等が介助者に対して申し訳な
さを感じる「介助者への負担意識」、介助費・交通費
等の「費用負担」、「介助者確保の困難さ」がある。
2.研究目的
本研究では、 A県B市C宿泊施設を拠点とする障
害者団体Dグループの旅行に着目 した。本事例は自
然を観光資源とするグリーン・ツーリズムでありなが
ら障害者がリピーターとなった数少ない事例であり、
地元E大学の実習生等が参加する事例である。本研
究ではこの事例を対象として分析し、旅行受け入れ側
のサポートのあり方を示すことを目的とした口
3.研究方法
①旅行内容の評価に関する Dグループへの質問紙
調査、②旅行者（Dグループ）と介助者（E大学の学
生）の意識に関する質問紙調査、 ③①、②の調査対象
者の一部へ個別のヒアリングを実施した。
4.結果と考察
事例において障害者は、学生の介助技術が未熟で
あっても旅行全体としては満足しており、学生に介助
されることが学生の勉強の役に立つと認識していた。
学生側は「介助技術が未熟で申し訳ない」と感じつつ
も、その経験から学びを得て学業に活かしていた。ま
た、障害者も学生も互いに交流を楽しみにしていた。
さらに、地元の実習生には交通費・介助費がかからず、
確実に人数を確保できるという利点も確認された。本
事例は①旅行者と介助者の双方にメリットがあり、継
続的な交流がある、 ②安いコストで一定人数の介助者
を確保できることにより、冒頭であげた課題を克服し
ていると考える。以上より、本事例のようなパターン
を、旅行受け入れ側のサポートの一つのあり方として
評価し、応用できる可能性を示唆した。
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生理学的指標による高次脳機能障害評価法に関する研究
陳浩
高次脳機能障害の中で失語症患者に対するリハビリ
テーションとして、 言語聴覚士による言語訓練が行わ
れる。しかし、最適な訓練方法の選択や訓練の効果に
対する判断は統ーされておらず、専門家の経験によっ
て判断されることが多く、患者の状態によって客観的
かっ一貫した判断を下すことは大変難しい。そこで、
客観的な結果を提供する生理学的測定結果に基づく評
価が可能となれば、それは失語症患者にとって最適な
訓練方法や訓練期間を決定する有用な指標となり、地
域社会への復帰及び最適な在宅のリハビリテーション
訓練継続についても明確に提示できる可能性があるも
のと考えた。
本論文では、非観血生理学的測定方法の lつである
近赤外分光法により、前頭前野の血中酸素代謝の変化
量を測定し、脳活動レベルを推定することとした。そ
して、これらが失語症患者の訓練効果を評価する指標
となりうるか否かという点について才食討を行った。こ
こでは、健常者及び失語症患者に対し、同じ音響刺
激条件下で前頭前野の血中酸素代謝変化量の測定を行
い、刺激条件による差異を比較・検討した。測定は2
チャンネルで行い、左右脳の差についても検討した。
また、失語症患者に対しては訓練前後に同様の測定を
行い、入院期間中の訓練効果について比較・検討した。
さらに、臨床評価の基準とされる標準失語症検査の結
果とも比較することで、訓練効果の評価指標となりう
るか検討した。
その結果、失語症患者と健常者では刺激に対する反
応、左右脳の差、刺激音の意味の有無による差が認め
られ、訓練前後の差異も認められた症例もあることか
ら、近赤外分光法による前頭前野の血中酸素代謝変化
量の測定結果は失語症訓練効果の評価指標となる可能
性があることが示唆された。しかし、症例数が少なく、
前頭前野の脳活動と失語症タイプや失語症患者の状態
との関係について十分に検討するまでには至っていな
い。また、一般的な臨床評価結果との関係についても
十分に検討できていないといった課題が残った口
いじめ場面における第三者の行動要因
－歯止めとして機能するとき－
松田奈穂
いじめが発生しても「見てみぬふり」する生徒が大
半を占め、このような第三者の存在について、従来か
ら、その問題性が指摘されてきた。“第三者”には、
いじめを抑止したり、促進したりする可能性があるこ
とからも、いじめにおいて重要な存在と言える。本研
究は、この“第三者” が、いじめ場面で学級集団の“歯
止め”として機能することを目的とし、“歯止め”が
抑制される要因として、周囲への予測が行動にどのよ
うな影響を与えるかを検討することが目的である。
現代のいじめは“立場の流動性”という特徴を持つ
ことから、個人的資質に着目するばかりでは、いじめ
全体像への視点の欠如という問題を持つ。また、学校
という継続的かつ強制的な場が、、五じめへの対処法
は傍観すること”であるという学習の機会を与えてい
ることが予測される。
そこで、“第三者”のいじめ場面での行動要因を明
らかにするために、質問紙調査を行った結果、周囲に
対する行動予測が第三者の行動に影響を与えることが
検証された。従って、自分の学級のいじめへの対処法
が“助けない”と学習している人は、自分も“助けな
い”傾向にあると言える。また、仲裁者、協力者の出
現が行動変容に影響を与えること、さらに、仲裁者、
協力者の人数、質（「親しいj、「リー ダー」、「挨拶程度」
の3条件）によって、その変容の割合に差異があるこ
とが検証された。
今回の調査結果から、第三者の行動は、個人的資質
により決定されるのではなく、学級に対する状況予測
をもとに決定していると言える。この周囲への予測は、
パターン化されたいじめへの対応を経験的に学習し
た結果と考えられ、学校での生活を通し、“傍観する”
ことを学習していると言える。そのため、今後いじめ
対策を考えていく上で、道徳的な説諭に留まらず、い
かに子どもたちに傍観するこ とを学習させないか、ま
た、第三者の行動を援助行動へと変容させるために、
影響力のあるキーパーソンが仲裁者、協力者として現
れる ように働きかけることが重要と言える。
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発達障害者の障害の自己受容 ・自己理解に関する研究
三浦奈都弥
発達障害者の抱える困難さは客観的に判断されたも
のが多く、本人の捉え方にはあまり触れられていない。
また就労時の障害の自己理解の重要性から、本研究で
は発達障害者の主観的側面から障害の認知を自己理解
として捉えることから始めた。
方法としてまず発達障害者の手記を分析し、障害の
理解、受容の過程を悶法を参考に分類した結果、認
知、感情、行動の3側面から捉えることができたO こ
れを自己受容・自己理解のモデルと捉えることにした。
次に発達障害者に面接調査を行い、学生グループと成
人グループに分けて手記から得たモデルをもとにデー
タの整理を行なった。学生グループで障害に気づいて
いる場合は葛藤、喜び、安心、受容という過程があり、
気づいていない場合は葛藤と喜びの段階であった。成
人グループでは葛藤、不安、 喜び、安心、受容という
過程であった。以上から感情を中心に整理し診断を l
つの区切りとすると、診断前は不安、希望、喜び、診
断後は不安、喜び、安心という変化があった。これは
一方向ではなく繰り返すこともあるが、安心が1つの
仮の終着点と考えられることが明らかになった。
そのモデルを参考に、発達障害者の受容と理解の段
階とそれに応じた支援を考察した。学生グループで障
害に気づいている場合は、本人がそれに向き合う姿勢
を評価することが重要だろう。気づいていない場合は、
違和感を覚えた際に対処法を一緒に考えるという周囲
の支援が必要と考える。成人グループでは診断を受け
ており自己受容 ・自己理解が深められている場合もあ
るが不安の段階であるとも考えられるため、話を聞く
人や不安に気づく人がいることで喜びゃ安心の過程を
再び辿ると考えられる。診断を受けておらず自己受容・
自己理解を深められていない場合は学生グループと同
様であるだろう。
このようにそれぞれの段階の細部は個々により異な
るが、本研究では発達障害者の障害の自己受容 ・自己
理解の過程についてモデルを提示した。これによりど
の段階にあるのか理解でき、今後を予想、できることか
ら適切な支援を示すことができる と考える。
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情報通信技術 (ICT）を活用した高齢者の安否確認
システムの効果－A地区での取り組みを事例として
驚藤建児
本研究は、高齢者の社会的孤立やそれにより見守り
が必要となることを背景として岩手県立大学のプロ
ジェクトが中心となり開発した情報通信技術（ICT)
を活用した安否確認システムである“おげんき”発信
の効果を、高齢化・過疎化が進展している A地区に
おける約8年間の取り組みを事例として、検証するこ
とを目的としている。
研究方法は、岩手県立大学社会福祉学部調査実習
で継続的に実施したA地区での調査結果の再分析と、
能動的な発信を特徴とする“おげんき”発信の発信率
分析、及び発信率の低下がみられる利用者の心身・生
活上の異変との事例分析を行った。
論文では、まず、先行文献をもとに、見守り・安否
確認が必要となる背景と見守りの実態と課題、及び
“おげんき”発信の取り組みの経緯等をまとめ、問題
意識を整理し、“おげんき”発信は、①異変把握・安
否確認の確実性を高める、②高齢者の規範を変える、
③異変把握情報を地域福祉のネットワークで共有す
る、以上3点について効果があるのではないかとの仮
説を設定した。
次に、 A地区での調査の再分析と安否発信率のデー
タ分析から仮説を検証し、さらに、発信率の低下がみ
られる A地区の利用者5ケースを選定し、介護保険
サービス等の記録分析から、発信率の低下が生活や心
身の異変と関連があることを検証した。
以上の結果から、 A地区における高齢者の能動的な
安否確認システムの運用は、①異変把握・安否確認の
確実性を高める、②高齢者の規範を変える、③異変把
握情報を地域福祉のネ ット ワークで共有する、以上3
点について有効であることを検証するとともに、発信
率の低下が心身の異変と関連があることから、発信率
の低下をもとに異変に予防的な対処がとれる可能性が
あることを明らかにした。
しかし、検証データの不足もあり、今後の継続した
データの蓄積と分析が残された課題である。
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児童相談所における Motherand Child groupの実践
ーグループサイコセラピーの立ち上げと発展の経過ー
佐藤綾子
児童相談所における児童虐待問題への対応は、子ど
もの心身の安全を確認するまでの初期対応体制は整備
されてきたが、その後の継続的支援は模索が続いてい
る。近年は、児童本人のみならず、児童の養育者に対
する支援やケアといった対応の必要性が求められてき
ている。本研究は、岩手県福祉総合相談センター・児
童相談課で実施された親支援グループ：「Motherand 
Child Group ：（通称「MC Gぼつかぽか」）」を主たる
研究対象とし、筆者自身の参与観察を通して、虐待を
行った養育者への支援のあり方・効果性・課題等につ
いて考えていくものである。
方法としては、 MC G参加者のプライバシーが守ら
れる範囲内で、参与観察による質的記述研究を行った。
また、スタッフや研究協力者に対しては、丁寧に説明
を行い調査への協力を得た。
結果は、（結果1）主たる研究対象となる福祉総合相
談センター「MC Gぼつかぽか」について、（結果2）「M
C Gぽっかぽか」 参加者へのインタビュー調査、（結果
3）仙台市：「Np Oキャプネット・みやぎ」におけるイ
ンタビュー調査で構成された。結果1の発言ターン数
による分析では、 MC Gの発展過程は、スタッフのファ
シリテートの熟練性と、 MC Gに集った参加者同士の
相性の影響が大きいと考えられた。また結果2のMC 
G参加者たちへのインタビュー調査では、児童相談所
で実施するMC Gは限界もあるが、養育者自身を一人
の人間として扱い、自己変容していく機会を用意する
ことは、養育者が求めるニーズと合致していると考え
られた。結果3では、 MC Gの目的を明確にし、目的
に集約していくグループ運営の必要性が示された。
総合的考察では、「MC Gぼつかぽか」事業立ち上
げにかかる発展過程モデルを試作した。「MC Gぽっ
かぽか」では、参加者同士の相互作用やスタッフとの
交流を通して、少しずつであるが参加者たちの自己変
容がもたらされており、そのため現在の「MC Gぼつ
かぽか」の発展経過における参加者たちの相互作用の
段階でも、虐待関係の軽減・解消に寄与することが期
待できると考えられた。今後も、 MC Gに集う参加者
同士の交流を慎重に見守りながら、更なる実践を積み
重ねていきたい。
社会福祉におけるセルフヘルプ・グループの「当事者
役割」に関する考察－結核療養所における患者会活動
の現代的意義の考察を通して－
佐藤道夫
戦後間もない時期の結核療養所における患者自治会
をセルフヘルプ・グループの先駆的な形態として捉え、
占領下における国立長野療養所の患者自治会ニュース
等の一次資料と、 1950年前後に長野療養所で療養生
活を送った 6人の元結核患者について面接調査を行
い、患者自治会の活動をセルフヘルプ・グループの視
点で分析した。活動の特徴と しては、 第1に、 結核と
いう病気が、死亡率が高く、差別性が強い疾患であり、
長期間の療養を強いられたことから、 患者の内面の支
援を必要としていたこと、第2に、結核療養所には多
様な階層の数百人の結核患者が生活を共にしており、
「コミュニティー」とも言える療養生活の場において、
医療要求や生活要求が共通しており、 療養生活全体を
包摂した総合的な活動が行われていたこと、第3に、
患者自治会の活動が、療養所内にとどまらず、社会に
目を向けた活動へと広がっており、療養所内の要求か
ら、自治体、国へ、その活動が連鎖的に連なり 、結核
回復者の後保護施設（アフターケア施設）の整備や抗
結核新薬の保険適用など、多様なソーシャル・アルショ
ンが行われていたことなどが、特徴としてあげられる。
こうした活動を支えた組織の特徴として、 第lに、患
者自治会の組織構造が、フォーマルと インフォーマル
なレベルを組み合わせた重層的な構造であったこと、
第2に、多様な活動を支える多様な人材がいたこと、
第3に、都道府県ごとの連合体、そして全国単一組織
として、療養所内のセルフヘルプ活動と、ソーシャル・
アクションが連動していたことなどがあげられる。こ
のような活動や組織の特徴の上に、大きな当事者役割
を果たした患者自治会は、セルフヘルプ・グループの
活動においては萌芽期にあたるが、その総合的な活動
や機能は今日においても意義を持ち続けている。セル
フヘルプ・グループの当事者の役割として、内面の問
題から、生活のしづらさを生み出している社会にも目
を向けた普遍的な課題も含めた総合的な活動にも視野
をひろげてゆくことの重要性が示唆されている。
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